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第１章 計画の背景と目的

１－１ 計画策定の背景と目的                   

大台町（以下「本町」という。）の学校施設は現在、小学校４校、中学校２校があり、それらの

中には建設されてから 30年以上経過し、老朽化・機能低下がみられる校舎等があります。これ

らの学校施設の修繕や建替えには多額の費用が必要になると考えられ、また、今後児童生徒数の

減少が見込まれることから、学校施設の適切な配置・維持管理が課題となっています。 

このことは、本町に限らず全国共通の課題となっており、国においては平成27 年 4月に「学

校施設の長寿命化計画策定に係る手引」を公表し、単なる更新のための改修・改築ではなく、施

設を長い期間、有効利用できる長寿命化改修と計画的な維持管理に向けた中長期計画の策定・実

施の考え方が示されています。 

このような状況を踏まえ、本計画は、平成28年 11月に策定された「大台町公共施設等総合

管理計画」に基づき、学校施設を対象として、現地調査等を踏まえて劣化状況を把握するととも

に、ライフサイクルコスト、保全優先度等を勘案しながら、今後の維持保全の方向性と、将来の

学校施設の規模・配置計画の基本方針を検討し、学校施設長寿命化計画を策定するものです。 
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１－２ 計画期間                         

 本計画は、上位計画である「大台町公共施設等総合管理計画」の計画期間（平成28（2016）

年度～令和 12（2030）年度）と整合を図りつつ、長期的な視点が不可欠であることから、令

和2（2020）年度を初年度とし４０年後の令和41（2059）年度までを計画期間とします。 

ただし、施設の老朽化状況、財政状況等を踏まえ5年毎に見直していくこととします。 

令和 2（2020）年度 ～ 令和 41（2059）年度 （40年間）

１－３ 計画対象施設                       

 本計画で対象とする施設は、本市が保有する学校施設（小学校・中学校）とします。 

■小学校（４校） 

１ 日進小学校 

２ 川添小学校 

３ 三瀬谷小学校 

４ 宮川小学校 

■中学校（２校） 

１ 大台中学校 

２ 宮川中学校 
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■位置図（町内小中学校の位置と建築年） 

（
Ｈ
5
）
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第２章 学校施設の目指すべき姿

学校施設の目指すべき姿を以下に示す５つの視点から整理します。 

①安全性の確保

・学校施設は、児童・生徒にとって「学びの場」であるとともに１日の大半を過ごす「生活の

場」であることから、豊かな人間性を育むのにふさわしい、快適で十分な安全性、防災性、

防犯性や衛生的な環境を備えた施設を目指します。 

・児童・生徒だけではなく、誰もが利用しやすい学校施設とするため、バリアフリーに配慮し

た施設を目指します。 

②快適性の確保

・学校施設は、基礎的・基本的な学力の定着を図る子供たちの学習・生活の場であり、学校教

育活動を行うための基本的な教育条件であるため、充実した教育活動を存分に展開できるよ

う、機能的で快適な施設を目指します。 

・学校施設は児童・生徒の学習・生活の場であるとともに、教職員が働く場でもあることから、

教職員がより効率的に事務ができるよう、快適な執務空間の確保や ICT環境の整備等、執務

環境としてふさわしい機能の確保を目指します。 

③学習活動の適応性

・子供たち一人ひとりに応じたきめ細かな指導の充実を図り、児童・生徒に基礎的・基本的な

知識・技能を習得させるため、調べ学習や少人数指導、ティームティーチング等、多様な学

習活動に柔軟に対応できる環境づくりを目指します。 

・グローバル社会に対応した教育の推進（英語力・コミュニケーション力等の育成）や高度情

報化に対応し学習効果を高めるための ICT環境の充実を目指します。 

④環境への適応性

・地球環境に配慮し、持続可能な社会の実現のため、自然エネルギーの利用や校内緑化の推進

を目指します。 

・太陽光発電設備の導入、高断熱材の採用のほか、LED照明、人感センサー照明など省エネル

ギー化により環境に配慮した施設を目指します。 

⑤地域の拠点化

・学校施設は、地域住民にとって最も身近な施設であり、生涯にわたる学習、文化、スポーツ

等の活動の場として、また、地震等の非常災害時には避難所としても重要な役割を担ってい

ます。今後とも、地域のコミュニティ活動の場としての機能の強化、防災施設としての機能

の強化を目指します。 

・児童・生徒数の減少に伴う余剰教室や余剰スペースについては、学校機能に配慮した中で地

域施設としての利活用を目指します。 
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＜参考＞学校施設の目指すべき姿の例 

（出典：「学校施設整備基本構想の在り方について」（平成25年3月 学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議））
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第３章 学校施設の運営状況・活用状況等の実態

３－１ 大台町の概況                       

（１）人口

①人口の推移 

本町の人口は昭和35（1960）年以降一貫して減少傾向にあり、平成27（2015）年におけ

る人口は9,557人となっています。 

図．人口の推移

②年齢３区分別人口の推移 

 年齢 3区分別人口の推移をみると、年少人口（0～14歳）、生産年齢人口（15～64歳）は減

少傾向、老年人口（65歳以上）は増加傾向となっています。平成27（2015）年の高齢化率は

39.8％となっており、三重県平均の27.9％、全国平均の26.6％を上回っています。 

（出典：国勢調査）
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図．年齢 3区分別人口の推移（年齢不詳を除く）

図．年齢 3区分別人口割合の推移（年齢不詳を除く）

（出典：国勢調査）

（出典：国勢調査）
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③将来推計人口 

ア.国立社会保障・人口問題研究所による推計 

 国立社会保障・人口問題研究所による「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」の推計

では、人口は令和27（2045）年には約4,900人まで減少する推計となっています。 

図．将来人口の推計

 年齢３区分別人口は下図のように推計されており、令和 7（2025）年には老年人口が生産年

齢人口を上回るものと推計されています。 

図．年齢 3区分別人口割合の推計

（出典：国立社会保障・人口問題研究所）

（出典：国立社会保障・人口問題研究所）
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イ.大台町人口ビジョンによる推計（大台町まち・ひと・しごと創生総合戦略 平成 27 年 10 月） 

 大台町人口ビジョンでは、令和 42（2060）年に向けて人口減少率を緩和するとともに人口

構成バランスの改善を図ることを目標とし、下図のように人口の将来展望を示しています。 

図．大台町における人口の将来展望

（出典：大台町まち・ひと・しごと創生総合戦略 平成 27年 10月）
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（２）財政状況

①歳入 

 本町の歳入総額は、平成 29（2017）年度で約 73 億円となっており、このうち地方交付税

がほぼ半分を占めています。 

過去 10 年程度の推移をみると、70～100億円内外でばらつきがあるが、地方交付税はほぼ

不変です。 

今後は、就労人口の減少に伴う町税収入の減少や交付税の合併特例期間の終了に伴う交付額の

減少が見込まれます。 

図．歳入の推移

（出典：総務省 地方財政状況調査関係資料（決算カード））
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②歳出 

 本町の歳出総額は、平成 29（2017）年度で約 71 億円となっており、過去 10 年程度の推

移をみると、70～100 億円で推移しています。普通建設事業費については年度ごとにばらつき

があります。 

 また、扶助費が増加傾向にあり、高齢化の進展に伴い今後とも増加するものと予想されます。 

図．歳出の推移

（出典：総務省 地方財政状況調査関係資料（決算カード））
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３－２ 上位・関連計画の位置づけ                 

① 第２次大台町総合計画（平成 29年 4月） 

 第２次大台町総合計画において、「基本目標４ 教育・文化振興のまちづくり」が示され、学校

教育については下表のように「現状と課題」、「主な取組み」が示されています。 

 ■基本目標４ 教育・文化振興のまちづくり ４－１学校教育 

 ＜現状と課題＞ 

  〇町内にある 4つの小学校と 2つの中学校のうち大台地域の 3 つの小学校は、老朽化が進

んでおり、学校の規模や児童生徒数を考慮した学校整備計画を検討していく必要がありま

す。また、学校区が広域であるためスクールバスが必要不可欠ですが、車両の老朽化も進

んでいるため、今後の児童生徒数を考慮しながらスクールバスの購入計画を検討する必要

があります。 

＜主な取組み＞ 

  ▼学校規模適正化と教育環境の整備 

    児童生徒数の傾向を考慮した学校整備計画及びスクールバス購入計画等を作成し、児童

生徒が安心して学べる教育環境の整備充実を図ります。 

② 大台町公共施設等総合管理計画（平成 28年 11月） 

 大台町公共施設等総合管理計画において、「施設類型ごとの管理に関する基本的な方針」が示さ

れ、学校施設については下表のように基本的方針が示されています。 

 ■計画期間 

  平成 28年度から令和12年度までの15年間 

 ■基本方針（抜粋） 

  保有する公共建築物の全体面積を、人口減少や人口構造の変化を見据え、17％縮減 

 ■施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

施設類型 基本的方針 

学校施設 長期的な視点による効率的な維持管理を行い、予防保全の考え方により計画的に

修繕等を実施し、施設の長寿命化を図るとともに学校規模の状況、児童・生徒数

減少の動向、適正な通学区の設定、地元への影響等、諸条件を総合的に判断し、

安全で快適な教育環境の整備を推進します。 
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３－３ 学校施設の概要                      

（１）対象施設の概要 

 本町には、小学校4校、中学校2校の合計6校の学校施設があります。 

表．小中学校一覧

表．各小中学校の児童生徒数・学級数（普通）

（出典：学校施設台帳、大台町公共施設等総合管理計画「施設カルテ」）

平成30年度　公立学校施設等の総括表

１学年 ２学年 ３学年 ４学年 ５学年 ６学年 計 学級数

日進小学校 9 13 28 8 21 13 92 6
川添小学校 6 9 10 6 9 10 50 5
三瀬谷小学校 24 33 18 22 19 38 154 6
宮川小学校 14 12 6 13 11 18 74 6

計 53 67 62 49 60 79 370 23

１学年 ２学年 ３学年 計 学級数

大台中学校 42 60 45 147 6
宮川中学校 14 12 17 43 3

計 56 72 62 190 9
（出典：学校施設台帳）

平成30年度　公立学校施設等の総括表

通常学級
在籍者数

特別
支援

計
通常
学級

特別
支援

計

1 日進小学校 大台町新田278番地 11,870 3,265.75 S39 RC H14 7 92 3 95 6 1 7

2 川添小学校 大台町上楠420番地 7,472 2,745.72 S36 RC H14 7 50 5 55 5 1 6

3 三瀬谷小学校 大台町佐原107番地 12,264 4,418.00 S37 RC H4 5 154 9 163 6 2 8

4 宮川小学校 大台町茂原543番地3 40,267 4,056.23 H10 木造 - 6 74 5 79 6 1 7

370 22 392 23 5 28

1 大台中学校 大台町上三瀬903番地1 36,130 6,877.34 H5 RC - 10 147 8 155 6 1 7

2 宮川中学校 大台町茂原643番地8 31,848 6,443.11 S55 RC H16 8 43 2 45 3 1 4

190 10 200 9 2 11

560 32 592 32 7 39

中学校　計

小・中学校　合計

敷地面積
（㎡）

主体
構造

小学校　計

学級数（学級）児童生徒数（人）

名称 住所
延床面積
（㎡）

主たる
建物

建築年度

建物
棟数

大規模
改修
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（２）児童生徒数及び学級数の推移

①小学校 

 小学校の児童数は平成30（2018）年度において392人（28学級、特別支援学級 5含む）

です。児童数は過去20年間で34.1％減少しています。 

図．児童数の推移

図．小学校学級数の推移

（出典：三重県統計書、学校施設台帳(H28～H30)）

（出典：三重県統計書、学校施設台帳(H28～H30)）
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図．学校別児童数の推移

学級数をみると、小学校では、川添小学校が複式学級となっており、日進小学校、三瀬谷小学

校、宮川小学校は各学年１学級（単学級）となっています。 
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②中学校 

 中学校の生徒数は平成30（2018）年度において200人（11学級、特別支援学級 2含む）

です。生徒数は過去20年間で51.0％減少しています。 

図．生徒数の推移

図．中学校学級数の推移

（出典：三重県統計書、学校施設台帳(H28～H30)）

（出典：三重県統計書、学校施設台帳(H28～H30)）
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図．学校別生徒数の推移

学級数をみると、中学校では大台中学校は各学年2学級、宮川中学校は各学年1学級（単学級）

となっています。 
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＜参考＞長期的にみた児童生徒数の推移 

  平成 3年から平成27年までの24年間で小学生・中学生ともおよそ半数に減少 

小学生：803人→423人[53％] 

中学生：460人→233人[51％] 

図．長期的にみた児童生徒数の推移
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（円）

年度
H26
(2014)

H27
(2015)

H28
(2016)

H29
(2017)

H30
(2018)

H26～H30
５年平均

施設整備費 284,755,230 37,180,348 46,924,179 4,764,442 1,944,632 75,113,766
その他施設整備費 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
維持修繕費 4,869,088 9,121,222 10,279,708 13,451,515 14,548,136 10,453,934
光熱水費・委託費等 30,489,532 30,682,773 25,911,557 24,712,721 25,518,400 27,462,997
施設関連経費合計 320,113,850 76,984,343 83,115,444 42,928,678 42,011,168 113,030,697

（３）施設関連経費の推移

 過去５年間の学校施設における施設整備費と施設管理費等を合計した施設関連経費を下記に示

します。過去５年間（平成26（2014）年度～平成30（2018）年度）の平均は約1.1億円/

年となっています。 

表．施設関連経費の推移

図．施設関連経費の推移 

（出典：町調べ）

（出典：町調べ）
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（４）学校施設の保有量

 築年別整備状況をみると、学校施設は昭和37（1962）年前後、昭和55（1980）年前後及

び平成5（1993）年、平成10（1998）年に多くが建築されています。 

 旧耐震基準による昭和56（1981）年以前の建物が全体（2.6万㎡）の54%（1.4万㎡）を

占めていますが、すべて耐震改修済みです。 

 また、一般的に建物の大規模改修を行う目安とされる築30年以上経過した建物は全体の55％

を占めています。 

図．築年別整備状況 
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（５）今後の維持・更新コスト（従来型）

学校施設にかかる今後の維持・更新コストを文部科学省の「学校施設の長寿命化計画策定に係

る解説書付属ソフト」を用いて試算すると、40年間にかかる更新費用の総額は約123億円とな

り、1年当たりに換算すると毎年3.1億円の更新費用が必要となります。 

本町の学校施設に対する施設関連経費は、過去５年間（平成26（2014）年度～平成30（2018）

年度）の平均で 1.1 億円/年となっており、年間約 2.0 億円の不足となり、今後、学校施設整備

にかかるコストについて縮減していく必要があります。 

 試算条件  

●工事費単価

工種 周期 
単価 

校舎 体育館 その他 

改築 40 年  330,000 円/㎡ 

大規模改造 20 年 
 82,500 円/㎡ 

（改築単価×25%）

●改築：工事期間 2年 

実施年数より古い建物（築 40 年経過）の改修を 10 年以内に実施 

●大規模改造：工事期間 1年 

図．今後の維持・管理コスト（従来型）

（出典：学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書付属ソフト（文部科学省））
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３－４ 住民アンケート調査結果の概要               

（１）調査の目的

本町の学校施設は現在小学校4校、中学校2校があり、それらの中には建設されてから30年

以上経過し老朽化・機能低下がみられる校舎等があります。これらの学校施設の修繕や建替えに

は多額の費用が必要になると考えられ、また、今後児童生徒数の減少が見込まれることから、学

校施設の適切な配置・維持管理が課題となっています。 

このことは本町に限らず全国共通の課題となっており、国においては平成27年 4月に「学校

施設の長寿命化計画策定に係る手引」を公表し、単なる更新のための改修・改築ではなく施設を

長い期間、有効利用できる長寿命化改修と計画的な維持管理に向けた中長期計画の策定・実施の

考え方が示されています。 

このような中、本町の学校施設における長寿命化計画策定に向け、その参考とするため町民の

皆様、保護者の皆様に“学校施設のあり方”についてのアンケート調査を実施することといたし

ました。 

（２）調査方法

①調査対象：一般住民 

◆調査期間  ：2019年 2月 26日～2019年3月 13日 

◆調査対象者 ：大台町に住所を有する住民を無作為抽出 

◆調査方法  ：郵送による配布、回収 

◆回収率   ：41.9％（配布1000票、有効回収419票） 

②調査対象：保護者 

◆調査期間  ：2019年 2月 26日～2019年3月 13日 

◆調査対象者 ：大台町の町立小学校，町立中学校の児童生徒の全保護者 

◆調査方法  ：各学校から児童・生徒を通じて調査票を配布し，回収 

◆回収率   ：78.1％（配布457票、有効回収357票） 

※兄弟がいる場合は、1部の提出で可 

（３）アンケート調査内容

Ａ 回答者属性 ▼性別・年齢・住んでいる小学校区・居住年数・出身小･中学校 

▼お子様の通学方法・通学時間 

Ｂ 学校施設の適正

配置について 
小学校 ▼児童・生徒数の減少への対応について、及びその理由 

▼統廃合について 

▼統廃合される場合重視する点（心配な点）について 中学校 

▼小中学校の適正配置の検討の進め方について 

Ｃ 地域と学校の関

わりについて 

小学校 ▼小・中学校の役割について 

▼地域の小・中学校についてより良くなってほしいこと 

▼地域の小・中学校の評価 中学校 

Ｄ 自由意見（学校施設の適正規模・適正配置に関して） 
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（４）調査結果

Ａ.回答者属性 

Ｑ 性別 

776人の方から回答を頂きました。回答者の性別をみると、「男性」が36.7%、「女性」が62.0%

となっています。 

Ｑ 年齢 

年齢構成をみると、「40～49歳」（33.2%）が最も多く、以下、「70歳以上」（20.2%）、「30～

39 歳」（16.9%）、「60～69 歳」（12.6%）、「50～59 歳」（11.7%）と続いており、「～19 歳」

（1.4%）と「20～29歳」（2.6%）の割合は非常に低くなっています。 

Ｑ 住んでいる小学校区 

住んでいる小学校区をみると、「三瀬谷小学校区」（38.4%）が最も多く、「宮川小学校区」（23.2%）、

「日進小学校区」（22.0%）、「川添小学校区」（13.5%）と続いています。 

Ｑ 居住年数 

居住年数をみると、「30年以上」（53.6%）が最も多く、以下、「10年以上～20年未満」（22.6%）、

「20 年以上～30 年未満」（10.8%）と続いています。回答者は、概ね本町に居住して相当年数を経

ている人が多くを占めています。 

36.7 62.0 1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=776）

男性 女性 不明

1.4

2.6
16.9 33.2 11.7 12.6 20.2 1.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（N=776）

～19歳 20歳～29歳 30歳～39歳 40歳～49歳

50歳～59歳 60歳～69歳 70歳以上 不明

22.0 13.5 38.4 23.2 2.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（N=776）

日進小学校区 川添小学校区 三瀬谷小学校区

宮川小学校区 不明

3.6 7.5 22.6 10.8 53.6 1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=776）

５年未満 ５年以上～10年未満 10年以上～20年未満

20年以上～30年未満 30年以上 不明

※構成比は小数点以下第2位を四捨五入しているため、合

計しても必ずしも100とはならないものがあります。
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Ｑ 出身小・中学校 

 出身小・中学校をみると約6割を町内小・中学校の出身者が占めています。小学校では「三瀬谷小

学校（分校含む）」、中学校では「（旧）三瀬谷中学校」が最も多くなっています。 

Ｑ お子様が通う小・中学校、通学方法、通学時間 

※現在小中学校に通っているお子様がいる保護者の方のみ対象 

小学校の通学方法をみると、日進小学校と川添小学校は「徒歩」が特出して多くなっています（そ

れぞれ92.7%と 80.0%）。 

三瀬谷小学校は「徒歩」（60.0%）が6割、「スクールバス」（35.5%）が 4割を占めています。 

宮川小学校は「スクールバス」（65.5%）が7割と多く、続いて「徒歩」（23.6%）が2割を占め

ています。 

中学校の通学方法をみると、大台中学校は「自転車」（39.2%）が4割、「スクールバス」（49.7%）

が5割を占めています。 

宮川中学校は「自転車」（70.4%）が7割、「スクールバス」（22.2%）が 2割を占めています。 

大台中学校と宮川中学校ともに「徒歩」（それぞれ7.2%となし）は非常に少なくなっています。 

通学時間をみると、どの学校も「30分以内」が特出して多く、ほとんどの学校が「30分以内」が

8割以上を占めています。 
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Ｂ.学校施設の適正配置について 

■小学校について 

Ｑ 町内小学校の児童数の減少への対応について、望ましいと思うものは何ですか。 

児童数の減少への対応について望ましいと思うものは、「小学校の統廃合を検討すべきである（その

時期に来ている）」（37.1%）が最も多く、以下、「当面は現行のままでよい」（25.4%）、「積極的に

小学校を統廃合すべきである」（16.2%）、「児童数が減っても現行のままの学校配置でよい（統廃合

は避けるべき）」（10.1%）と続いており、合計すると 5割程度（計53.3%）が統廃合を容認、3割

程度（計35.5%）が否定といった割合になっています。 

統廃合を容認する理由は「今後の少子化を考えるとやむを得ない」が特出して多く、否定する理由

は「小学校は、地域のコミュニティ形成に必要だから」、「通学距離が遠くなる」、「少人数でも教育環

境に問題がない」等が多くなっています。 

Ｑ あなたの地域にある小学校の統廃合について賛成ですか。反対ですか。 

小学校の統廃合についての賛否については、「どちらかといえば賛成する」（29.1%）が最も多く、

以下、「賛成する」（22.8%）、「どちらかといえは反対する」（17.4%）と続いており、賛成が5割以

上（51.9%）を占めています。 

小学校に通う保護者の意見をみると、川添小学校と三瀬谷小学校は賛成意見が多く、日進小学校は

賛成と反対の意見が割れており、宮川小学校は反対意見が多くなっています。 
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不明

日進小学校（N=82）
川添小学校（N=50）
三瀬谷小学校（N=110）
宮川小学校（N=55）

%

※このグラフは小学生がいる保
護者を対象としたものです。
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Ｑ 小学校が統廃合される場合重視する点（心配な点）は何ですか。 

小学校が統廃合される場合に重視する点（心配な点）については、「通学距離や通学時間」（50.9%）

が最も多く、以下、「適正な児童数、学級数」（36.1%）、「通学手段」（30.0%）、「通学路の安全確保」

（16.9%）と続いています。 

■中学校について 

Ｑ 町内中学校の生徒数の減少への対応について、望ましいと思うものは何ですか。 

生徒数の減少への対応について望ましいと思うものは、「中学校の統廃合を検討すべきである（その

時期に来ている）」（36.6%）が最も多く、以下、「当面は現行のままでよい」（25.9%）、「積極的に

中学校を統廃合すべきである」（17.0%）、「生徒数が減っても現行のままの学校配置でよい（統廃合

は避けるべき）」（9.0%）と続いており、合計すると 5割程度（計53.6%）が統廃合を容認、3割程

度（計34.9%）が否定といった割合になっています。 

統廃合を容認する理由は「今後の少子化を考えるとやむを得ない」や「適正な学級数を維持するた

め。部活動の充実のため」が多く、否定する理由は「通学距離が遠くなる」や「少人数でも教育環境

に問題がない」が多くなっています。 

Ｑ あなたの地域にある中学校の統廃合について賛成ですか。反対ですか。 

中学校の統廃合についての賛否については、「どちらかといえば賛成する」（30.9%）が最も多く、

以下、「賛成する」（24.2%）、「どちらでも良い」（15.5%）、「どちらかといえは反対する」（13.8%）

と続いており、賛成が6割近く（55.1%）を占めています。 

中学校別の保護者の傾向をみると、宮川中学校、大台中学校ともに賛成意見が反対意見を上回って

いますが、反対意見の割合は、宮川中学校が大台中学校と比較してかなり多くなっています。
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※複数回答
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生徒数が減っても現行のままの学校配置でよい（統廃合は避けるべき）
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不明
全体（N=776）
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Ｑ 中学校が統廃合される場合重視する点（心配な点）は何ですか。 

中学校が統廃合される場合に重視する点（心配な点）については、「通学距離や通学時間」（49.9%）

が最も多く、以下、「適正な生徒数、学級数」（40.2%）、「通学手段」（28.5%）、「通学路の安全確保」

（16.2%）と続いています。 

Ｑ 町内小中学校の適正配置検討の進め方について、望ましいと思うものは何ですか。 

小中学校の適正配置検討の進め方については、保護者、地域、行政が協力して進めるべき」（73.3%）

が特出して多くなっています。 
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%
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16.2 
28.5 
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※複数回答
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その他
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不明
全体（N=776）

%

※このグラフは中学生がいる保

護者を対象としたものです。
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Ｃ.地域と学校の関わりについて 

Ｑ 小学校・中学校の役割についてどう考えておられますか。 

▼小学校・中学校の役割については、ともに「避難場所や防災器具・食料備蓄など防災の場」が最

も多く約4割を占めています。次いで小学校では「児童と地域住民が交流する場」、中学校では

「校庭や体育館の開放によるスポーツ活動の場」が多くなっています。 

＜小学校＞

＜中学校＞

Ｑ お住まいの地域の小学校・中学校についてより良くなってほしいことは何ですか。 

 ▼住んでいる地域の小学校・中学校の良くなってほしいことについては、ともに「安心・安全」が

最も多く6割近くを占めています。次いで「地域の人とのつながり」が多くなっています。 

＜小学校＞

＜中学校＞
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児童と地域住民が交流する場

地域の伝統・歴史文化を継承し地域のシンボルとなる場

その他

不明

全体（N=776）
※複数回答
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全体（N=776）
※複数回答
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小学校のまわりの環境

地域の人とのつながり

誰でも使いやすい場所
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他の地域との交流

校舎や体育館、設備が新しくなってほしい

その他

不明

全体（N=776）
※複数回答

%
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17.8 

26.8 
17.4 

5.9 
12.4 

7
3.5
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安心・安全

中学校のまわりの環境

地域の人とのつながり

誰でも使いやすい場所

高齢者などとの交流

他の地域との交流

校舎や体育館、設備が新しくなってほしい

その他

不明

全体（N=776）
※複数回答

%
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Ｑ お住まいの地域の小学校・中学校をどう評価されておられますか。 

 ▼住んでいる地域の小学校・中学校の評価については、ともに「場所が良い」、「まわりの環境が良

い」が多くなっています。 

また、建築年の新しい宮川小学校、大台中学校については「校舎や体育館がきれい」が多くなっ

ています。

＜小学校＞

＜中学校＞
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32.6 

25.0 
17.1 

8.9 
16.0 

6.8
2.8

11.9
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まわりの環境が良い
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歴史がある

その他

わからない

不明

全体（N=776）
※複数回答

%
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3.1 
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設備が古い
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歴史がある

その他

わからない

不明

全体（N=776）
※複数回答

%
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第４章 学校施設の老朽化状況の実態

４－１ 劣化状況の調査方法                    

劣化状況調査は、建物ごとに屋根・屋上、外壁、内部仕上げ、電気設備、機械設備の５つの部

位について行いました。屋根・屋上、外壁については、目視調査により雨漏りの状況や、ひび割

れなどの状況を調査し、内部仕上げ、電気設備、機械設備については、目視調査に加え、過去に

行った工事などの実施年度から経過年数を調査しました。 

図．劣化状況調査票 
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■劣化状況評価 

劣化状況の評価については、屋根・屋上、外壁は改修後 10年以内のものや汚れ程度で概ね良

好なものをＡ、部分的なひび割れや雨水排水不良などの劣化があるものをＢ、広範囲にひび割れ、

雨水排水不良などの劣化や内部に小規模な雨漏り痕があるものをＣ、広範囲に幅広のひび割れや

内部に複数の雨漏り痕があり、早急に対応する必要があるものをＤとして、４段階による評価を

行いました。内部仕上げ、電気設備、機械設備は、経過年数が 20 年未満のものをＡ、20 年～

40年未満のものをＢ、40年以上のものをＣ、経過年数に関わらず著しい劣化の事象がある場合

をＤとして４段階による評価を実施しました。 

学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書（文部科学省）より
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■構造躯体の健全性（耐震安全性・圧縮強度） 

 構造躯体の健全性は、耐震安全性、部材の圧縮強度(N/㎟)から整理しました。 

耐震安全性については各「学校施設台帳」から耐震診断、改修状況を把握しました。 

部材の圧縮強度(N/㎟)は「コア供試体の圧縮強度試験報告書」から把握しました。  
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４－２ 調査結果                        
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劣化状況調査結果（概要）

①日進小学校 

・「管理教室棟（S39）」は、屋根（H27）及び外壁（H21）、内部（H23）の大規模改修がさ

れており月日が経過していますが概ね良好です。 

・「屋内運動場（S54）」は、屋根の大規模改修がされており良好です。但し、外壁は39年経過

している為、劣化が進んでおり、特に、「塗装やタイルの剥がれ」や「大きな亀裂」が多くみ

られます。 

・「特別教室棟（H10）」は、建築年が新しいため、全体的に良好です。 

劣化状況

雨漏り痕（校舎3階） ひび割れ、塗装の剥がれ（体育館階段部分） 
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②川添小学校 

・「管理教室棟１（S36）」は、屋根及び外壁（H22）の大規模改修がされており月日が経過し

ていますが良好です。また、築57年であり大台町で一番古い校舎となります。内部仕上等に

ついては、改修はしているものの経年による劣化がみられます。 

・「屋内運動場（S53）」は、築40年が経過しているものの屋根は、耐震補強時に屋根を改修し

ているため、良好です。また、外壁も改修工事がされているため良好です。内部仕上等につい

ては、経年による劣化がみられます。 

・「管理教室棟2（S60）」の屋根及び外壁は、改修工事されており概ね良好です。

劣化状況

雨漏り痕（体育館放送室） ひび割れ（管理教室棟１） 
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③三瀬谷小学校 

・「管理教室棟（S37）」は、築56年と古い校舎ですが改修工事を行っているため、屋上及び外

壁は、部分的には劣化があるものの概ね良好です。また、内部仕上げについても大規模改修

（H4）をしているため、部分的には劣化があるものの良好です。 

・「屋内運動場（H21、木造）」は、比較的新しい建築物ですが、ひさし部分のひび割れが目立ち

ます。 

 内部は、建築が比較的新しいため良好です。 

・「プール附属棟（H22）」は、比較的新しい建築物ですが、タイルの浮きが目立ちます。

劣化状況

ひび割れ（校舎玄関部分） ひび割れ（体育館） 
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④宮川小学校 

・「管理教室棟（H10）」は、比較的に新しいものの木造建築のため雨漏りや外壁の腐食が一部み

られ、外壁からの雨漏りが多数見られます。 

・「屋内運動場（H10）」は、屋根の損傷（瓦棒抑え材のずれ）や雨漏り痕が見られます。 

劣化状況 

雨漏り痕（校舎（図書室）） 雨漏り痕（体育館） 
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⑤大台中学校 

・管理教室棟（H5）と屋内運動場（H5）の外壁は、「タイルの剥がれや浮き及び亀裂」がある

など劣化がみられます。 

・屋上の一部がアスファルト露出防水で、そのアスファルト露出防水が数ヵ所破れています。 

劣化状況 

防水シート剥がれ（校舎の屋上） 手すりモルタル剥がれ（体育館2階） 
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⑥宮川中学校 

・「管理・普通教室棟、給食室（S55）」及び「特別棟（S55）」の屋上は、塗膜防水の劣化が多

くみられるなど劣化が進んでいます。また、屋上の部分改修を行っていますが雨漏りがある状

況です。 

・「屋内運動場（S56）」は、屋根の改修をしているため、良好です。また、外壁は、「塗装の剥

がれ」や「大きな亀裂」などが一部にみられるものの建築年を踏まえると概ね良好です。

劣化状況 

床の腐食（特別教室棟） 雨漏り対策（校舎2階 バケツの設置） 
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総括

 各学校とも雨漏り痕や壁のひび割れ、塗装の剥がれなど劣化した部分が所々みられ、修繕が必

要な施設はありますが、これまで大規模な改修や部分修繕などが行われてきたこともあり、全体

的には安全性に問題があるような致命的な劣化は見られませんでした。 
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４－３ 学校施設の課題                      

 第３章「学校施設の運営状況・活用状況等の実態」、第４章「学校施設の老朽化状況の実態」の

4－2調査結果から学校施設の課題を整理します。 

①学校施設の適切な維持、改修 

 本町には、小学校4校（日進、川添、三瀬谷、宮川小学校）、中学校2校（大台、宮川中学校）

の合計6校の学校施設があります。日進小学校、川添小学校、三瀬谷小学校、宮川中学校におい

ては一般的に建替えの検討が必要とされる築40年を経過する施設があります。 

劣化状況調査結果からは特に安全性に問題がある施設はありませんでしたが、劣化状況評価が

低い施設が散見されます。また、部分的に修繕が必要な施設もあります。これらについては、劣

化状況に応じて適切に維持、改修を進める必要があります。 

改修の実施にあたっては、単に建築時の状態に戻すのではなく、建物の長寿命化により建物の

耐久性を高める必要があります。また、改修にあたっては、多様な学習形態による活動が可能と

なる教育環境の質的改善や省エネルギー化などの環境対策など、社会的要請に応じるための改修

を検討する必要があります。 

②厳しい財政状況を勘案した取組み 

 本町の歳入総額は、過去１０年の推移をみると、７０～１００億円内外となっており、このう

ち地方交付税が33～37億円を占めています。今後は、就労人口の減少に伴う町税収入の減少や

交付税の合併特例期間の終了に伴う交付額の減少が見込まれます。一方、歳出においては高齢化

に伴う扶助費や町債の償還金が増加傾向にあるなど、今後とも厳しい財政状況が続くものと予想

されます。今後、公共施設全体の維持管理に係る費用を現在のレベルで維持することが困難にな

ると予想される中、「大台町公共施設等総合管理計画」では保有する公共建築物の全体面積を、人

口減少や人口構造の変化を見据え、17％縮減するとしています。 

本町の学校施設は昭和 37（1962）年前後、昭和 55（1980）年前後及び平成 5（1993）

年、平成 10（1998）年に建築された建物が多く、将来的に同じ時期に改修や改築が集中する

ことが懸念されます。個別の老朽化の状況を勘案しつつ、改修・改築時期の調整、統廃合を含む

適正配置の検討を行い、施設関連経費の平準化、トータルコストの縮減を行っていく必要があり

ます。 

③学校規模の適正化・適正配置の検討 

児童・生徒数は平成３年から平成２７年までの２４年間でおよそ半減するなど一貫して減少し

ており、今後とも減少傾向が続いていくものと見込まれます。学級数をみると、小中学校とも過

小規模校・小規模校となっています。 

 また、「学校施設のあり方に関する住民アンケート調査」では、「児童・生徒数の減少への対応」

についてみると、当面は現行のままでよいという意見も多くありますが、統廃合の検討はすべき

であるという意見が過半数を占めています。 

当面は現在の施設を適切に使用していくことが必要ですが、将来的には、小中学校の規模や配

置の適正化の検討が必要です。  
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第５章 学校施設整備の基本的な方針

（１）基本的な方針

 第 4章「老朽化状況の実態」調査、第3章3－4「住民アンケート調査結果の概要」を踏まえ、

本町の学校施設は可能な限り現在の施設を使用する『長寿命化型管理』を基本に施設整備を進め

るものとしますが、今後、適時適切に統廃合を検討していくものとします。 

■第4章「老朽化状況の実態」調査 ■第 3章 3－4「住民アンケート調査結果の概要」

・各学校とも大規模な改修や部分修繕を

行っており、強度も一定以上保たれて

いる。 

・一般的に建替えの検討が必要とされる

築40年を経過する古い施設も多い。

・学校の適正配置について、当面は現行のままでよ

いという意見も多くあるが、統廃合の検討はすべ

きであるという意見が過半数を占めている。 

●厳しい財政状況を勘案し、可能な限り現在の施設を使用する『長寿命化型管理』を基本

に施設整備を進める。 

 ●日進小学校については、今後、旧協和中学校跡地への建替えを進める。 

（２）長寿命化の基本方針

 学校施設の長寿命化型管理は、①「適切な維持管理」、②「計画的な長寿命化改修」により実施

していくものとします。 

①適切な維持管理 

 施設をできる限り長く使うため適切な維持管理を行っていくことが重要です。そのため、従来

のように老朽化による劣化・破損等の大規模な不具合が生じた後に修繕等を行う「事後保全」型

の管理から、計画的に施設の点検・修繕等を行い、不具合を未然に防止する「予防保全」型の管

理へと転換を図ります。 

「予防保全」を行うことにより、突発的な事故や費用発生を減少させることができ、施設の不

具合による被害のリスクを緩和することや、改修・日常的な維持管理の費用を平準化し、中長期

的なトータルコストを下げることが可能となります。 

施設に不具合があった際に修繕 

 事後保全  

計画的に施設の点検・修繕等
を行い、不具合を未然に防止 

 予防保全  
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②計画的な長寿命化改修 

 計画的な長寿命化型管理を実施するため、「目標耐用年数」、「修繕、改修周期」を設定します。 

■目標耐用年数の設定 

学校施設の長寿命化の目標として、施設使用の計画期間である「目標耐用年数」を設定します。 

目標耐用年数は「建築物の耐久計画に関する考え方」（日本建築学会）を参考とし、以下のよう

に設定します。 

表．建築物全体の望ましい目標耐用年数の級 

構造種別

用途 

鉄筋コンクリート造 

鉄骨鉄筋コンクリート造 

鉄骨造 

ブロック造

レンガ造
木造 重量鉄骨 軽量鉄骨

高品質 

の場合 

普通の品質

の場合 

高品質 

の場合 

普通の品質

の場合 
軽量鉄骨

学校・官庁 Y100 以上 Y60 以上 Y100 以上 Y60 以上 Y40 以上 Y60 以上 Y60 以上

住宅・事務所・病院 Y100 以上 Y60 以上 Y100 以上 Y60 以上 Y40 以上 Y60 以上 Y40 以上

店舗・旅館・ホテル Y100 以上 Y60 以上 Y100 以上 Y60 以上 Y40 以上 Y60 以上 Y40 以上

工場 Y40 以上 Y25 以上 Y40 以上 Y25 以上 Y25 以上 Y25 以上 Y25 以上

※表における「高品質」、「普通の品質」の区別は、耐久性の高低を示す 

（出典：建築物の耐久計画に関する考え方（日本建築学会））

表．目標耐用年数の級の区分の例 

級 
目標耐用年数 

代表値 範囲 下限値 

Ｙ150 150 年 120 年～200 年 120 年 

Ｙ100 100 年 80 年～120 年 80 年 

Ｙ60 60 年 50 年～80 年 50 年 

Ｙ40 40 年 30 年～50 年 30 年 

Ｙ25 25 年 20 年～30 年 20 年 

（出典：建築物の耐久計画に関する考え方（日本建築学会））

表．建築物の望ましい目標耐用年数 

鉄筋コンクリート造 

鉄骨・鉄筋コンクリート造
鉄骨造 木造 

80 年 80 年 50 年 

      鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造：Y100と Y60の間の中間値を採用し80年 

           木造：Y60と Y40の間の中間値を採用し50年 
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■修繕、改修周期の設定 

 従来は経年による機能・性能の劣化の原状回復を目的とした事後保全を適宜行い、一般的に建

築後約40年が経過した段階で建替え（改築）を行うという周期になっています。今後は、計画

的な大規模改造、長寿命化改修により築80年まで施設を使用することを目標とします。 

 長寿命化改修は、経年による機能・性能の劣化の原状回復だけでなく、機能・性能の向上も目

的とした長寿命化改修工事を、目標耐用年数80年の中間年（建築後約40年）が経過した際に

実施することで、既存施設の長寿命化を図り目標耐用年数まで使用するものとします。 

   築 20年…………………大規模改造（原状回復等） 

   築 40年…………………長寿命化改修（原状回復、機能・性能向上等） 

   築 60年…………………大規模改造（原状回復等） 

   築 80年…………………建替え（改築） 

  （木造） 

   築 20～30年 …………部位修繕又は大規模改造（原状回復等） 

築 50年…………………建替え（改築）  
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図．修繕・改修・建替えのイメージ 

60

■中間年で長寿命化改修を行い、機能向上を図る。 

建替え（改築）

20 40竣工 

経年による機能・性能の劣化 

大規模改造 

（原状回復）

長寿命化改修
（原状回復・ 
  機能向上） 

大規模改造 

（原状回復）

80 年

築 60 年目 

大規模改造 

（原状回復等） 

経年劣化により通常発生す

る損耗、機能低下に対する機

能回復を図る。

（工事内容の例）

•防水改修

•外壁改修

•衛生設備改修

•空調設備改修 等

築 40 年目 

長寿命化改修 

（原状回復＋機能向上等） 

経年劣化による機能回復と、

社会的要求に対応するため

の機能向上を図る。

（工事内容の例）

•防水改修（断熱化）

•外壁改修（断熱化）

•内部改修

•電気設備改修

•照明設備改修

•衛生設備改修

•空調設備改修

•バリアフリー改修

•多様な学習内容、学習形

態への対応 等

築 20 年目 

大規模改造 

（原状回復等） 

経年劣化により通常発生す

る損耗、機能低下に対する機

能回復を図る。

（工事内容の例）

•防水改修

•外壁改修

•衛生設備改修

•空調設備改修 等

長
寿
命
化
の
イ
メ
ー
ジ

■劣化状況に応じた部位ごとの修繕・改修を行い 40～50 年程度で建替える。 

建替え（改築）

40 年竣工 

経年による機能・性能の劣化 

事後保全的な改修 

・屋上防水 
・外壁改修 
・電気設備改修 

・衛生設備改修 
・空調設備改修 等 

従
来

改
築
中
心
の
イ
メ
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ジ

大規模改造費

長寿命化改修費

大規模改造費

改築費

大規模改造費

改築費

建物の水準

建物の水準

（RC 造を築 80 年まで使用する場合）
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第６章 基本的な方針等を踏まえた施設整備の水準等

６－１ 改修等の整備水準                     

今後、学校施設の改修を行う際には、「安全面」、「機能面」、「環境面」の3つの視点に基づき、

実施するものとします。 

項目 概要 整備項目（例） 

安全面

部材の経年劣化による外壁などの落下や、鉄

筋の腐食、コンクリートの劣化による構造体と

しての強度の低下、水道・電気・ガスの設備配

管等の劣化などの危険が生じないよう、安全の

確保に配慮 

・外壁塗装、屋上防水、外部建具改修

・天井の落下防止対策 

・ガラスの飛散防止対策 

・防犯カメラの設置 

・緊急通信設備の整備 

等 

機能面

教育内容・方法の多様化に伴い、少人数指導

や ICT を活用した教育に適応した設備を目指す

とともに、老朽化したトイレの改修による衛生

面の改善や、障害者の利用しやすいバリアフリ

ー化への対応など、機能的な施設づくりに配慮 

・可動式間仕切り 

・可動式黒板の設置 

・ICT機器の整備 

・校内無線 LANの整備 

・少人数指導教室の整備 

・段差解消、手すり設置 

・トイレ改修（便器洋式化、床乾式化）

等 

環境面

壁や窓等の断熱化による冷暖房の効率化や、

照明機器等の省エネルギー化による使用電力量

の抑制、二酸化炭素排出量の削減など、エコ改

修の推進により環境面に配慮 

・屋根、外壁などの断熱性の向上 

・LED照明の設置 

・リサイクル建材の積極的な利用 

・高効率で省エネルギーに配慮した機

器の選定 

・太陽光発電設備など、自然エネルギ

ーの活用 

等 
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 特に、長寿命化改修では、建物の耐久性を高めるための工事、建物の機能や性能を向上させる

ための工事を実施するものとします。 

■建物の耐久性を高めるための工事 

・構造躯体の経年劣化を回復するもの （コンクリートの中性化対策や鉄筋の腐食対策等） 

・耐久性に優れた仕上材へ取り替えるもの （劣化に強い塗装・防水材等の使用） 

・維持管理や設備更新の容易性を確保するもの 

・水道，電気，ガス管等のライフラインの更新 

■建物の機能や性能を向上させるための工事 

・安全・安心な施設環境を確保するもの ・耐震対策（非構造部材を含む） 

・防災機能の強化 

・事故防止・防犯対策   

等 

・教育環境の質的向上を図るもの ・近年の多様な学習内容・学習形態への対応 

・今後の学校教育や情報化の進展に対応可能な柔軟

な計画 

・省エネルギー化・再生可能エネルギーの活用 

・バリアフリー化 

・木材の活用   

等 

・地域コミュニティの拠点形成を図るもの ・防災機能の強化 

・バリアフリー化 

・地域住民の利用を考慮した教室等の配置の変更 

等 

（出典：学校施設の長寿命化改修の手引（平成26年1月 文部科学省））
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６－２ 維持管理の項目・手法等                   

 施設・設備を健全な状態に保つため、日常的な点検（施設・設備の日常的な変化の把握）、法に

基づく定期点検を確実に実施するとともに、これらに加え、劣化状況調査を定期的に実施してい

くこととします。 

劣化状況調査では第4章「学校施設の老朽化状況の実態」の調査で使用した「劣化状況調査票」

を活用し、屋根・屋上、外壁、内部仕上げ、電気設備、機械設備の５つの部位について点検・評

価を実施することとします。この劣化状況調査は5年毎に実施することを基本とします。 

表．点検・調査の種類と実施時期

点検・調査 調査者 実施時期 備考 

日常点検 各学校 毎日 随時見回り 

定期点検 

（法定点検） 

専門業者 定められた期間毎 建築基準法第12条点検 

設備機器定期点検 

劣化状況調査 各学校 

専門業者 

5 年毎 「劣化状況調査票」を活用 
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図．劣化度調査の項目（劣化状況調査票）（再掲） 
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第７章 学校施設の再編・再整備に向けた基本的な方針

 本計画の上位計画となる「大台町公共施設等総合管理計画」における学校施設の基本的な方針

は以下のように示されています。 

■「大台町公共施設等総合管理計画」学校施設の管理に関する基本的な方針（再掲） 

施設類型 基本的方針 

学校施設 長期的な視点による効率的な維持管理を行い、予防保全の考え方により計画的に

修繕等を実施し、施設の長寿命化を図るとともに学校規模の状況、児童・生徒数

減少の動向、適正な通学区の設定、地元への影響等、諸条件を総合的に判断し、

安全で快適な教育環境の整備を推進します。 

 また、「学校施設のあり方に関する住民アンケート調査」からは以下のように意見が整理できま

す。 

■「学校施設のあり方に関する住民アンケート調査」学校の統廃合について 

区  分 意   見 

全体 ・学校の適正配置について、統廃合の検討はすべきであるという意見が過半 

（将来的な児童・生徒数の減少に対して、小中学校ともに、5割程度が統廃合を容

認、3割程度が否定） 

小学校 ・賛成意見多い……川添小学校、三瀬谷小学校 

・反対意見多い……宮川小学校 

・賛成・反対同程度……日進小学校 

中学校 ・賛成意見が反対意見を上回る……大台中学校、宮川中学校 

（但し、反対意見の割合は宮川中学校多い） 

以上から、当面現在の配置を維持するものとしますが、児童・生徒数の減少を考慮するととも

に、町民ニーズ、地域の実情等を見極めつつ、統廃合を含め、適正規模・配置を検討していくも

のとします。 

日進小学校については、今後、旧協和中学校跡地への建替えを進めます。 

 適正規模・配置の検討にあたっては、以下に示す視点に留意するものとします。 

   ▼保護者、地域、行政の協力体制 

▼隣接校との統合、適地での新築 

 ▼学校規模・学級数 

▼通学区域の再編、通学距離・通学時間、通学手段、スクールバスの活用 

 ▼廃校の校舎・跡地の利活用  

▼余裕教室・空き施設の利活用 

   ▼地域のコミュニティ  
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＜考察＞学校規模について 

・児童生徒が集団の中で、多様な考えに触れ、認め合い、協力し合い、切磋琢磨することを通

じて一人一人の資質や能力を伸ばしていくという学校の特質を踏まえ、小・中学校では一定

の集団規模が確保されていることが望ましいものと考えられます。 

・児童・生徒数の減少による小規模化のデメリット、あるいはメリットについて検討していく

必要があります。 

・統廃合した場合は、学校がなくなることによる地域コミュニティの衰退が懸念されることか

ら、各地域の実情に応じた学校施設の配置の検討が必要です。 

＜参考1＞学校規模の標準（学校教育法施行規則第４１条、第７９条） 

法令上、学校規模の標準は、学級数により設定されており、小・中学校ともに「１２学

級以上１８学級以下」が標準とされているが、この標準は「特別の事情があるときはこの

限りでない」という弾力的なものとなっている。 

＜参考2＞望ましい学級数の考え方 

小学校では、まず複式学級を解消するためには少なくとも１学年１学級以上（６学級以

上）であることが必要。また、全学年でクラス替えを可能としたり、学習活動の特質に応

じて学級を超えた集団を編成したり、同学年に複数教員を配置するためには１学年２学級

以上（１２学級以上）あることが望ましい。 

中学校についても、少なくとも１学年２学級以上（６学級以上）が必要。また、免許外

指導をなくしたり、全ての授業で教科担任による学習指導を行ったりするためには、少な

くとも９学級以上を確保することが望ましい。 

（出典：公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引 

～少子化に対応した活力ある学校づくりに向けて～  平成２７年１月２７日  文部科学省）

表．各小中学校の児童・生徒数（普通）、学級数
平成30年度　公立学校施設等の総括表

１学年 ２学年 ３学年 ４学年 ５学年 ６学年 計 学級数

日進小学校 9 13 28 8 21 13 92 6
川添小学校 6 9 10 6 9 10 50 5
三瀬谷小学校 24 33 18 22 19 38 154 6
宮川小学校 14 12 6 13 11 18 74 6

計 53 67 62 49 60 79 370 23

１学年 ２学年 ３学年 計 学級数

大台中学校 42 60 45 147 6
宮川中学校 14 12 17 43 3

計 56 72 62 190 9 （出典：学校施設台帳）
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＜参考3＞学級数が少ないことによる学校運営上の課題 

一般に、学級数が少ない学校においては、児童生徒数や教職員数が少なくなることによる

影響も含め、下記のような学校運営上の課題が生じる可能性があります。 

    ① クラス替えが全部又は一部の学年でできない 

② クラス同士が切磋琢磨する教育活動ができない 

③ 通常より教員を多く配置すること（加配）なしには、習熟度別指導などクラスの枠

を超えた多様な指導形態がとりにくい 

④ クラブ活動や部活動の種類が限定される 

⑤ 運動会・文化祭・遠足・修学旅行等の集団活動・行事の教育効果が下がる 

⑥ 男女比の偏りが生じやすい 

⑦ 上級生・下級生間のコミュニケーションが少なくなる、学習や進路選択の模範とな

る先輩の数が少なくなる 

⑧ 体育科の球技や音楽科の合唱・合奏のような集団学習の実施に制約が生じる 

⑨ 班活動やグループ分けに制約が生じる 

⑩ 協働的な学習で取り上げる課題に制約が生じる 

⑪ 教科等が得意な子供の考えにクラス全体が引っ張られがちとなる 

⑫ 生徒指導上課題がある子供の問題行動にクラス全体が大きく影響を受ける 

⑬ 児童生徒から多様な発言が引き出しにくく、授業展開に制約が生じる 

⑭ 教員と児童生徒との心理的な距離が近くなりすぎる 

（出典：公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引 

～少子化に対応した活力ある学校づくりに向けて～  平成２７年１月２７日  文部科学省）

＜参考4＞小規模校のメリット 

一般に、小規模校には下記のようなメリットが存在すると言われています。 

① 一人一人の学習状況や学習内容の定着状況を的確に把握でき、補充指導や個別指導

を含めたきめ細かな指導が行いやすい 

② 意見や感想を発表できる機会が多くなる 

③ 様々な活動において、一人一人がリーダーを務める機会が多くなる 

④ 複式学級においては、教師が複数の学年間を行き来する間、児童生徒が相互に学び

合う活動を充実させることができる 

⑤ 運動場や体育館、特別教室などが余裕をもって使える 

⑥ 教材・教具などを一人一人に行き渡らせやすい。例えば、ＩＣＴ機器や高価な機材

でも比較的少ない支出で全員分の整備が可能である 

⑦ 異年齢の学習活動を組みやすい、体験的な学習や校外学習を機動的に行うことがで

きる  

⑧ 地域の協力が得られやすいため、郷土の教育資源を最大限に生かした教育活動が展

開しやすい 

⑨ 児童生徒の家庭の状況、地域の教育環境などが把握しやすいため、保護者や地域と

連携した効果的な生徒指導ができる 

（出典：公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引 

～少子化に対応した活力ある学校づくりに向けて～  平成２７年１月２７日  文部科学省）
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第８章 長寿命化の実施計画

（１）改修等の優先順位づけ

 改修等の順位づけの基本的な考え方については、次の点を考慮し決定します。 

   ▼建築年次 

 ▼過去の改修履歴 

▼劣化状況調査の結果 

   ▼工事周期（下図参照） 

■工事周期のイメージ 

 ＜基本型＞ 

  長寿命化型管理の建替え（改築）周期は、適切な時期に大規模改造や長寿命化改修を実施す

ることを前提に80 年とします（木造は50年で建替え（改築））。 

   （RC造） 

   （木造） 

60

建替え（改築）

20 40竣工 

大規模改造 
（原状回復）

長寿命化改修

（原状回復・ 
  機能向上） 

大規模改造 
（原状回復）

80 年

大規模改造費

長寿命化改修費

大規模改造費

改築費
建物の水準

建替え（改築）

20～30 竣工 

部位修繕又は 
大規模改造 
（原状回復） 

50 年

部位修繕又は
大規模改造費

改築費
建物の水準
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＜築年数概ね40年経過している施設＞ 

  築 40年経過している施設をすべて長寿命化改修（原状回復＋機能向上）するとかえって不

経済になることが想定されます。そのため、建築年が古い施設については、今後計画的な「部

位修繕・大規模改造」で対応し80年まで使用するものとします。 

   （築年数概ね40年経過している施設） 

     ・日進小（管理教室棟・屋内運動場） 

・川添小（管理教室棟1・屋内運動場） 

・三瀬谷小（管理教室棟） 

・宮川中（管理・普通教室棟、給食室・特別棟・屋内運動場）

   （築年数概ね40年経過している施設：「部位修繕・大規模改造 － 建替え（改築）」） 

 日進小学校については、令和 6（2024）年、令和 7（2025）年に建替え工事（旧協和中

学校跡地）を行うものとします（令和8（2026）年開校予定）。 

建替え（改築）

60竣工 

大規模改造

80 年

大規模改造費

改築費

40 

築 40 年以上

部位 
修繕費

部位修繕

建物の水準
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（億円）

（年度）

10年間 10年間
2.2億円/年

10年間
3.5億円/年

10年間
3.3億円/年

今後の維持・更新コスト（長寿命化型）

2.4億円/年

対象建物
20棟
2.6万㎡

40年間の総額

113億円

40年間の平均

2.8億円/年

2.5倍

過去の

施設関連経費
1.1億円/年

長寿命化改修 大規模改造 部位修繕
その他施設
関連費

維持修繕費
光熱水費
・委託費

施設整備費
（修繕維持費含む）

改築 縮減費

（２）長寿命化のコストの見通しと長寿命化の効果

 改修等の優先順位づけを考慮し、長寿命化改修を実施した場合、今後40年間の維持・更新コ

ストは総額113億円（年平均2.8億円）となります。「従来型」から「長寿命型」に変更してい

くことで、従来型（総額123億円）より10億円、約8.1%の経費削減が期待できます。 

 試算条件  

●工事費単価

工種 周期 
単価 

校舎 体育館 その他 

改築 80 年  330,000 円/㎡ 

長寿命化改修 40年 
 198,000 円/㎡ 

（改築単価×60%）

大規模改造 20 年 
82,500 円/㎡ 

（改築単価×25%）

72,600 円/㎡ 

（改築単価×22%）

82,500 円/㎡ 

（改築単価×25%）

●改築・長寿命化改修：工事期間 2年 

●大規模改造：工事期間 1年 

図．今後の維持・管理コスト（長寿命化型）

（出典：学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書付属ソフト（文部科学省））

日進小
改築
(建替え)
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（３）今後の実施計画

 改修等の優先順位を考慮した今後5年間の実施計画（案）を以下に示します。 

表．今後５年間の実施計画（案）
（百万円）

学校名 事業費 学校名 事業費 学校名 事業費 学校名 事業費 学校名 事業費
新増築事業

改築事業 日進小 527.2
　　（2024　R6 　527.2）
　　（2025　R7 　527.2）
　　（　　計 1,054.4）

耐震化事業 80.0
（非構造部材の
　対策含む）

長寿命化改修

大規模改造（老朽）

部位修繕 69.5 48.1 10.0 26.9

19.7 29.0 30.6

25.5 2.1

8.1

日進小除く 67.7

R2
2020 2021 2022

R3 R4

施
設
整
備
費

合　計 80.0 69.5 67.8

宮川中
屋内運動場
（吊り天井）

宮川小
教室棟
（外壁）

大台中
教室棟
（外壁）

大台中
屋内運動場
（外壁）

R5 R6

64.5 594.9

20242023

三瀬谷小
屋内運動場
（外壁）

宮川中
教室棟
（屋上）

宮川中
特別棟
（屋上）

川添小
管理教室棟1
（内部）

川添小
屋内運動場
（内部・設備）

三瀬谷小
プール附属棟
（外壁）

宮川小
屋内運動場
（屋上）

事業名称

年度
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第９章 長寿命化計画の継続的運用方針

９－１ 情報基盤の整備と活用                   

 適切に維持管理、改修等を行うための基礎資料とするため、第６章 6－2「維持管理の項目・

手法等」において示した「日常点検」、「定期点検」、「劣化状況調査」の結果、及び過去の改修履

歴・施設関連経費等をデータベース化し、学校施設の基本情報を管理する「公立学校施設台帳」

と合わせ保管・蓄積することとします。 

図．学校施設等データベース化のイメージ

 学校施設等データベースを基に長寿命化改修工事の実施や今後の点検・調査、長寿命化計画改

定の際に活用するものとします。 

９－２ 推進体制等の整備                     

 本計画は、学校施設を所管する教育委員会が中心となり、学校、点検実施専門業者、関連部署

等とも連携し、改修内容の検討やスケジュール管理等を行います。 

また、学校施設は、公共施設の一類型でもあり、「公共施設等総合管理計画」との連携が必要な

ことから、大台町公共施設等総合管理計画の全庁横断的な推進組織である「大台町公共施設等マ

ネジメント推進会議」において計画の進捗状況を管理していきます。 

一方、学校施設は「地域コミュニティや防災の拠点となる」施設であることから、具体的な取

組みの実施にあたっては、地元住民や関係団体等との意見交換を行うなど、住民意見を反映しな

がら事業化を進めていきます。 

公立学校施設台帳 

 学校施設等データベース 

点検結果 

○日常点検 

○定期点検 

○劣化状況調査 

改修履歴・施設関連経費 
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９－３ フォローアップ                      

 本計画は 40年間という長期の計画であり、児童生徒数の推移、財政状況や学校を取り巻く環

境の変化、地域の実情に配慮した適正規模・配置等に対応する必要があるため、5年間隔を目途

にＰＤＣＡサイクルによるフォローアップを実施することとします。  

Plan（計画）
・長寿命化計画・実施計画の 

策定・見直し 

Do（実施）
・長寿命化計画・実施計画と点検結

果に沿った修繕・改修等の実施 

・日常的な維持管理の実施 

Action（改善）
・建物状態、利用状況、財務状態等

から改善を実施

Check（評価）
・実施の効果を検証し改善点など課

題を抽出 

５年間隔の 

見直しサイクル



大台町学校施設長寿命化計画
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